
Ⅰ はじめに

２０１９年４月から森林経営管理法の施行および森林環
境譲与税の譲与が開始され，市町村森林行政への役割
と期待が増大している。一方で，市町村森林行政職員
の数や専門性が十分ではないことなどから（１），森林経
営管理制度は，その実効性が懸念されている（今井，

２０１８，柿澤，２０２０など）。森林経営管理制度は，経営
管理を行う必要があると考えられる森林について，市
町村が森林所有者の意向を確認後，森林所有者の委託
を受け，民間の林業経営者に再委託することなどによ
り，林業経営と森林の管理を実施するものである。同
制度を進めていく上では，GIS等を用いた経営管理の
対象森林の抽出や林地の経営可能性の判定など，担当
者に一定の技術や専門性が要求される。そのため，市
町村の人員体制の整備とともに，都道府県による技術
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森林経営管理制度の導入に伴い，市町村森林行政の役割や管轄業務は増えている一方，その実施体制は脆弱だと指摘さ
れている。本研究では，こうした市町村森林行政を補完する方策として，森林組合・コンサル・測量会社などの外部組
織への業務委託に注目し，全国の１，６１２市町村および４７都道府県を対象としたアンケート調査結果などをもとに，森林経
営管理制度における業務委託の実態を明らかにした。その結果，森林経営管理制度関係業務の委託割合は森林法関係業
務より高いものの，同制度を実施する市町村の約７割は自前で業務を行っていた。業務の委託先で最も多いのは森林組合
であるが，データの取得や分析の業務はコンサル・測量会社への委託も多かった。また，市町村をサポートする組織の
存在が業務委託の推進に影響していることが示唆された。業務委託を行う市町村ほど，森林経営管理制度に係る各業務
の実施率が高くなっており，業務の進捗スピードの向上や高度化といった面でメリットがみられた。一方で，委託でき
る業務には限りがあること，人員が限られている市町村ほど委託が難しく，仕様書の作成や積算根拠の算定面でサポー
トが必要となるなどの課題も明らかとなった。
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Although the roles and jurisdictional tasks of municipal forest administration have increased with the implementation of the Pri-
vate Forest Management Entrustment System in Japan, it has also identified the inadequacies of the staffing and system. In this
study, we examined the status of outsourcing within this system based on the results of questionnaire surveys of１，６１２ munici-
palities and４７ prefectures in Japan. The results revealed that the outsourcing rate of Private Forest Management Entrustment Sys-
tem-related tasks were higher than those of forest law-related tasks, however, approximately７０% of the municipalities were still
conducting these tasks independently. Moreover, forest owners’cooperatives were primarily tasked with outsourcing partners,
while consulting companies were the most common for data acquisition and analysis. Furthermore, the existence of organizations
supporting municipalities affected outsourcing promotion. Specifically, municipalities with more outsourced operations had a
higher implementation rate of each Private Forest Management Entrustment System-related task, indicating rapid and sophisticated
progress. However, the results also revealed that not all tasks could be outsourced; furthermore, outsourcing is difficult for munici-
palities with limited human resources, and support is needed for specifications and calculating the basis for cost estimations.
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的・専門的な支援や外部への業務委託など外部組織と
の連携を含めた方策を検討する必要があるだろう。と
くに，森林組合や公社等外郭団体，コンサルタント企
業（以下，「コンサル」と記載）といった外部組織は，
森林空間情報解析や航空測量など，一般の行政職員に
はない技術や専門性を有することから，これら外部組
織への業務委託は，市町村の業務負担を軽減しつつ制
度を推進していく上で重要な手段の１つになると考え
られる（箕輪，２０２０）（２）。また，近年，各地で森林経
営管理制度を推進するためのサポート組織（以下「市
町村サポート組織」と記載）（３）が設置されており（全
国林業改良普及協会編，２０２０），これらの役割につい
ても検討する必要がある。
森林経営管理法施行後の市町村森林行政への支援に
関する既往研究には，各県の支援方針に関する事例分
析（相川，２０２０，柿澤編，２０２１）や森林環境譲与税を
活用した都道府県の市町村支援の実態把握（香坂・内
山，２０１９，香坂・内山，２０２１）などがある。しかし，
木村（２０１７）が指摘するように，近年，都道府県の森
林行政においても，求められる行政ニーズが多様化す
る一方で，林業職員数は大幅に減少していることか
ら，人手不足が大きな課題となっている。また，日本
全体が人口減少社会にある中で，今後も地方自治体の
人手不足は拡大することが予想されるため，業務範囲
の見直しが必要との指摘もある（蜂屋，２０２１）。森林
経営管理制度に関する業務についても，それぞれの果
たすべき役割の見直しや役割分担のあり方を行政外部
への委託も含めて検討する必要があると考えられる。
だが，これまで森林行政の業務委託に関しては，市町
村有林の造林・保育，間伐等の森林組合への委託に関
する報告が散見されるものの（岡，１９８４，藤掛・大地，
２０１５，柿澤編，２０２１），近年の森林経営管理制度関係
業務に関わる業務委託や多様な外部組織との連携につ
いての動向は十分に明らかとなっていない。
そこで，本研究では，市町村森林行政が実施する業
務のなかでも森林経営管理制度関係業務を取り上げ，
その進捗状況を整理したうえで，外部組織への委託状
況，委託先，および業務委託の成果と課題について明
らかにすることを目的とする。
そのために，まず全国の市町村森林行政の実態と体
制整備状況を概観したうえで，森林経営管理制度関係
業務の進捗状況を把握・整理し，同業務の各工程のな
かで業務委託がどの程度実施されているのか，業務内
容や外部の支援状況等に応じて委託の有無や委託先の
違いはあるのか，業務の外部委託は市町村に何をもた

らし，何が課題として残っているのかについて明らか
にしていきたい。以上の点を踏まえた分析を行い，市
町村森林行政の体制を補完する方策のうち，とくに市
町村森林行政における外部への業務委託の可能性につ
いて検討したい。

Ⅱ 調査の概要

１ 研究方法
本研究では２０２０年度に全国の市町村の森林行政担当
者と都道府県の市町村森林行政支援担当者を対象にア
ンケート調査（以下，「２０２０森林総研調査」と記載）
を実施し，あわせて２０１９年４月から２０２２年２月までに１９
市町村および４都道府県にある５つの市町村サポート組
織に対する聞き取り調査を実施した。
これらの結果や既往文献・資料をもとに，森林経営
管理制度関係業務の実施状況と外部委託の状況，委託
に関わる課題について実態把握およびデータ分析を
行った。
なお，本研究では，市町村における森林行政担当部
署を，森林法に基づく林地台帳関係業務，伐採届関係
業務，森林経営計画関係業務，および森林経営管理法
に基づく森林経営管理制度関係業務を一部でも担当す
る者が所属する部署として把握した。

２ ２０２０森林総研調査の概要
市町村を対象とするアンケート調査（４）では，２０２０年

１１月に民有森林計画対象面積（以下，「民有林面積」）
１ha以上の森林を持つ１，６１２市町村の森林行政担当者を
対象に調査票を発送し，同年１２月までに８５６市町村か
ら回答を得た。回収率は５３．１％であった。民有林面積
が１００ha未満の市町村における回収率は４８．７％，４万ha
以上の市町村における回収率は７３．８％で，回答市町村
が管轄する民有林面積の合計は全体の６０．８％となり，
民有林面積が大きな市町村の回収率が相対的に高い。
４７都道府県を対象としたアンケート調査では，調査票
を２０２１年１月に発送し，同年３月までに４６都道府県から
回答を得た。回収率は９７．９％であった。
設問内容は，データ整備状況（５），森林環境譲与税の
使途，業務における課題に対する認識など多岐にわた
るが，本論文では，森林経営管理制度関係業務と市町
村サポート組織に関する項目の回答結果を中心に分析
を行った。
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３ 本論文の構成
続くⅢでは，２０２０森林総研調査の結果を用いて，現
在の市町村森林行政の体制と森林経営管理制度に対応
した体制整備の状況を明らかにする。Ⅳでは，同２０２０
森林総研調査の結果と関連する参考資料の分析，およ
び聞き取り調査の結果等を用いて，近年の森林経営管
理制度関係業務の進捗状況，委託状況，ならびに委託
の成果と課題を明らかにする。最後に，Ⅴにおいて本
論のまとめを行うとともに，課題解決の方向性と今後
の課題を提起する。

Ⅲ 市町村森林行政の概要と業務体制整備状況

１ 市町村における森林行政の業務の概要
まず，市町村における森林行政の業務内容につい
て，既報（石崎ら，２０２２）等から概観しておきたい。
表―１に市町村森林行政担当部署が行っている業務内
容と業務割合を示した。伐採届の受理などの森林法関
係業務と森林経営管理制度関係業務，森林環境譲与税
を活用した業務の実施率が高い一方，造林，林道，治
山関係の業務や市町村有林の管理・経営業務の実施率
は５～６割ほどとなっている。市町村森林行政担当者の

兼務状況も反映した実人員数（当該職員１人が担当す
る業務全体を１としたときの森林行政への従事割合を
乗じ足し合わせたもの）は，平均して２．１人となって
おり，その内訳は専従職員１．４人，兼務職員が０．７人と
なっている（６）。回答市町村の約７５％が実人員２人以下，
約５３％が実人員１人以下となっており，実人員が０．５人
以下は２７０市町村（回答市町村の３１．５％）存在した。
同じ２０２０森林総研調査をもとに，石崎ら（２０２２）は
実人員規模によって従事する業務のウエイトに差異が
みられることを指摘している。実人員が少ない小規模
な市町村ほど伐採届関係業務や林地台帳データの整
備・管理等を含む森林法関係業務の森林行政担当業務
に占めるウエイトが高く，逆に実人員が多い大規模な
市町村では，造林・林道・治山や市町村有林の経営・
管理，その他森林行政業務の占めるウエイトが高く，
幅広い業務を担っている傾向にあった。一方，森林経
営管理制度関係業務や森林環境譲与税を活用した事業
のウエイトは，相対的に，実人員規模による差が小さ
く，これらの新規業務は，従来は森林法関係業務をメ
インに森林行政業務を行ってきた小規模な市町村にお
いても規模の大きな市町村と同程度の割合の業務量増
加をもたらしたと考察している。

表―１ 市町村における森林行政担当の管轄業務

a b c

森林行政担当の管轄業務と
回答した団体の割合

（n＝８４３）

森林行政業務全体に占める
ウエイト

（n＝８１５）

業務ごとの実人員数（人）

（n＝８０３）

森林法関係業務
林地台帳データの整備・管理 ９６％ ８％ ０．１１
伐採届関係業務 ９８％ １２％ ０．１７
森林経営計画関係業務 ８６％ ６％ ０．１３
届出と異なる伐採等への対応 ７８％ ４％ ０．０７
市町村森林整備計画の樹立・変更業務 ８６％ ６％ ０．０９

森林経営管理制度関係業務 ８９％ １２％ ０．２４

森林環境譲与税を活用した事業 ８７％ １１％ ０．２１

造林，林道，治山
造林補助等の森林整備事業 ６５％ ７％ ０．１６
森林土木（林道関係） ５６％ ７％ ０．２１
森林土木（治山関係） ５０％ ４％ ０．０９

市町村有林の管理・経営 ５８％ ５％ ０．１４

その他森林行政担当業務
県から移譲を受けた伐採・開発許可関係業務 ２４％ １％ ０．０３
鳥獣害対応 ５４％ ９％ ０．１９
その他 ４２％ ８％ ０．２５

合 計 １００％ ２．０９

注：a列の数値は，森林行政担当部署で管轄する業務と回答（複数回答）した市町村の割合。b列の数値は，各回答市町村が記載した業務
ごとのウエイト（森林行政業務全体を１００％としたときの各業務の占めるウエイト）の平均値。c列の数値は，各回答市町村が記載し
た業務ごとのウエイトに各回答市町村の実人員数をかけて算出した業務ごとの実人員数の平均値。「県から移譲を受けた伐採・開発許
可関係業務」は，保安林関係の伐採や１haを超える林地開発の許可を都道府県から権限移譲を受けている市町村の結果を示している。

出典：石崎ら（２０２２）における表―１から引用。
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•
•
•
•

•
•
•
•

森林経営管理制度に関する業務は平均すると業務量
全体の１２％を占めていたが，一部の市町村では業務量
の過半数を森林経営管理制度関係業務が占め，その対
応に追われている。回答市町村の過半数は実人員数１
人以下の市町村だが，その多くは担当者が他業務との
兼務で，伐採届の受理など森林法に定められた業務と
ともに森林経営管理制度関係業務にも取り組まざるを
えない状況にある。

２ 実施体制の整備に向けた取り組みの現状
森林経営管理法の施行に伴い市町村の役割や権限が
増す中で，市町村森林行政担当部署がその実施体制を
整えるためには，表―２に示すように市町村が自ら体
制を整備していく方策と業務委託などによる外部組織
との連携を図る方策の大きく２つが考えられる。そこ
で以下では，先行研究と今回の調査結果をもとにそれ
ぞれの方策への対応状況についてみていきたい。
まず１つ目の市町村森林行政の体制整備について，
石崎ら（２０２２）は総務省統計データから２０１６年から２０２０
年の４年間で市町村の林業部門職員数が４％増加してい
ることを明らかにしている。また，２０２０森林総研調査
において，地域林政アドバイザーを雇用している市町
村は６６（全体の８％），都道府県などからの出向を受け
入れている市町村は４１（全体の５％）あり，全体の１２％
にあたる１０１市町村が専門的な人材を受け入れて体制
整備を行っている。
２つ目の外部組織との連携を図る方法としては，都
道府県等のサポート，日常的な情報交換を行う関係者
間による協議会の開催，市町村サポート組織の設置，
業務委託などが挙げられる。鈴木ら（２０２０）は，市町
村林務担当職員と地域の関係団体との連携状況を明ら

かにしており，森林組合や「都道府県の林務職員・普
及指導員」との連携は他の団体との連携よりも回答数
が多く，連携レベルが高いと指摘している。また，市
町村森林整備計画の策定時など一時的に設置される協
議体だけでなく，「森づくり委員会」や「森林審議会」
など常設の会議体を約５分の１にあたる１３６市町村が設
置していることについて，多様な意見を反映した方針
設定や実行管理など地域の実情に即した課題解決型の
市町村林政に展開していく可能性が広がったことを示
すものとして評価している。また，香坂・内山（２０２１）
は，森林環境譲与税を契機とした市町村支援につい
て，市町村サポート組織や情報交換会の設置を含めた
都道府県と市町村の連携状況を明らかにし，既存組織
の活用，新設，個別の相談対応の３つのパターンに分
類し，都道府県によって対応が異なっていることを指
摘している。
２０２０森林総研調査においては，協議や審議を行う会
議体ではなく実務的に業務の支援を行う組織に着目
し，検討委員会，審議会などを除いた市町村サポート
組織の有無を尋ねた。その結果，１０３の市町村（全回
答市町村の１２％）が，市町村サポート組織があると回
答した。組織数でみると３１都道府県に５７の組織が存在
しており，このうち８０の市町村をカバーする３８組織が
業務内容として森林経営管理制度関係業務を挙げた。
市町村サポート組織を設置範囲（エリア）別にみると，
設置範囲を回答した５４組織のうち，単独市町村で設置
されているものが１３組織，複数市町村単位（都道府県
全域を除く）で設置されているものが２２組織，都道府
県単位で設置されているものが１９組織であった。森林
経営管理制度関係業務を業務内容と回答したものに限
ると，単独市町村が６組織，複数市町村単位が１６組織，
都道府県単位が１６組織であった。また，２０２０森林総研
調査の回答時点では市町村サポート組織の設置を検討
中と回答した市町村や都道府県も複数存在していた
が，その中には「千葉県森林経営管理協議会」（２０２１
年３月）や岐阜県の「地域森林管理支援センター」（２０２１
年１０月）（日本林業調査会，２０２１）のように実際に設
置されたものもあり，２０２０年の調査時点よりも市町村
サポート組織の組織数はさらに増えている。
つぎに，外部への業務委託についてみると，表―３
に示すように伐採届関係業務や森林経営計画関係業務
では登録情報との照合作業等，届出と異なる伐採等へ
の対応では森林パトロールや見回りの業務において委
託がみられるものの，これらの委託割合は多くても
３％程度だった。それに対し，森林経営管理制度関係

表―２ 市町村森林行政の業務と体制改善
に向けた方策

資料：箕輪（２０２０）を参考に笹田作成。
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業務では，委託割合が３０％となっており森林法関係業
務と比べ高くなっていた。
これらの市町村森林行政の体制整備においては，森
林環境譲与税の存在も大きい。市町村サポート組織が
管轄エリア内の市町村から委託料として拠出金を集め
運営されている事例もあり，市町村サポート組織の設
置や運営，および外部への業務委託において森林環境
譲与税を活用している事例も少なくない。こうした森
林環境譲与税を活用した外部連携と業務委託や森林経
営管理制度関係業務の進捗との関係などについては，
後ほどみていきたい。
以上から，森林経営管理法の施行に伴う市町村森林
行政の業務量の増加に対しては，森林環境譲与税を活
用して地域林政アドバイザーの雇用や外部組織との連
携を図る自治体，実務作業を行う市町村サポート組織
の設置ないしは既存組織の活用，および業務の外部委
託を進め対応する自治体があることが分かる。

Ⅳ 森林経営管理制度と業務委託

１ 森林経営管理制度の進捗状況
それでは，森林経営管理制度の取り組みは具体的に
どの程度進んでいるのだろうか。森林経営管理制度で
は，まず，地図データの参照，管理されていない対象
森林の抽出などのデータ収集がなされ，それらをもと
に調査地域の優先順位決定など，意向調査の準備がな
される。その後，調査票の発送と回収，集計，経営管
理権の設定，および経営管理実施配分計画の作成と
いった業務が行われる。
２０２０森林総研調査結果から調査時点（２０２０年末）で
の上記の業務別の実施状況をみると（表―４），地図

データの参照（５２％），対象森林の抽出（４９％），新規
データ収集（３５％）の順に業務の実施割合が高くなっ
ていた（７）。広報・周知や調査票のアレンジ，現場確認
の実施割合は，それらに対して低くなっており，一部
の市町村が選択的に取り組んでいる業務（関連業務）
であると考えられる。
また，意向調査の発送・回収・督促は３３％の２６７市
町村が実施しており，市町村森林経営管理事業の実施
は３５市町村（４％），経営管理実施配分計画の作成は９
市町村（１％）にとどまっていた。なお，林野庁（２０２２）
によると，意向調査等を実施した市町村数は２０１９年度
末で３９６（全体の２５％），２０２０年度末で７７８（全体の４９％）
であった。
これらの業務実施状況から推定される森林経営管理
制度に関する主な業務の流れと，各段階で求められる
と考えられる技術・データ（情報）・専門性を示した
のが，図―１である。一口に技術やデータ，専門性と
いっても，たとえば，データの参照，新規データ収集
の面では航測測量技術などが必要となる場合もあり，
森林所有者との折衝の面では森林所有者情報や技術・
専門性に基づく所有者との信頼関係も必要となるだろ
う。対象森林の抽出や森林の経営可能性の判断におい
ては，林分調査や作業システムの検討，立木の評価な
どの森林測量や森林経営に関する専門性が必要となる
と考えられ，それぞれの段階で必要となる技術やデー
タ，専門性は異なる。これらの技術と専門性を確保す
る方法には，都道府県の林業普及指導員による支援や
市町村担当職員向けの研修の実施，専門職採用による
自前での実施など様々あるが，外部組織への業務委託
も１つの方法となろう。以下では，その状況について
みていきたい。

表―３ 森林法関係業務と森林経営管理制度関係業務の実施状況と委託状況

業 務 内 容
回答
市町村数
（A）

業務実施 うち業務委託

市町村数
（B）

割合
（＝A／B）

市町村数
（C）

割合
（＝B／C）

森林法関係業務
伐採届関係業務
登録情報との照合 ８３２ ４９０ ５９％ １６ ３％
伐採後の現地での状況確認 ８２７ ４３４ ５２％ ３ １％
更新完了後の森林状況と伐採届との照合 ８１８ ４２７ ５２％ ３ １％
森林経営計画関係業務
森林経営計画の認定―書面図面所有者リストとの突合 ７８８ ４３４ ５５％ １０ ２％
森林経営計画の認定―登録情報との照合 ７７８ ３８３ ４９％ ７ ２％
届出と異なる伐採等への対応
森林パトロール，見回り ７７６ １８６ ２４％ ５ ３％

森林経営管理制度関係業務 ７８８ ５４３ ６９％ １６２ ３０％

注：業務実施市町村には，「場合により実施」「その他実施あり」と回答した市町村も含まれる。
資料：２０２０森林総研調査より作成。
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業務内容別に委託実施市町村数とその割合をみると
（表―４），対象森林の抽出や地図データの参照，意向
調査の発送・回収・督促といった業務において委託団
体数が多く，意向調査のデータ入力・集計や現地への
現場確認の業務において，委託割合が高くなっている
ことが明らかとなった。図―１と委託業務を併せてみ
ると，大きく分けて以下の２つの異なる目的のもとで
委託が行われていると考えられる。１つ目は，対象森
林の抽出や地図データの参照では航空測量技術やGIS

データを取り入れた外部技術ノウハウの導入によって
業務の高度化を図るものであり，２つ目は意向調査の
発送・回収，現地の現場確認などの面で市町村担当職
員の作業労力の省力化を図るものである。
また，委託の有無および市町村サポート組織設置の
有無に基づき，業務の実施状況をみると（図―２），何
らかの業務の委託を行っている市町村（「実施あり業
務あり」）では意向調査の実施，データ入力・集計な
どの実施割合が高いなど進捗が速く，選択的に実施し

図―１ 森林経営管理制度関係業務の流れと必要となる技術・データ・専門性

表―４ 森林経営管理制度関係業務の実施と委託状況

森林経営管理制度関係業務
回答
市町村数
（A）

業務実施 うち業務委託

市町村数
（B）

割合
（＝A／B）

市町村数
（C）

割合
（＝B／C）

主要業務

森林情報の収集
地図データの参照 ８２４ ４３０ ５２％ ６２ １４％
対象森林の抽出 ８１０ ３９４ ４９％ ７５ １９％

意向調査準備 意向調査の優先順位決定 ８０４ ２７１ ３４％ ３２ １２％

意向調査の発送・回収・督促 ７９９ ２６７ ３３％ ６５ ２４％
意向調査のデータ入力・集計 ６５８ １７２ ２６％ ５５ ３２％
市町村森林経営管理事業の実施 ８１９ ３５ ４％ ３ ９％
経営管理実施配分計画の作成 ８０３ ９ １％ １ １１％

関連業務

森林情報の収集 新規データ収集 ８０６ ２８０ ３５％ ４４ １６％

広報・周知
住民一般への周知 ８２９ ２６８ ３２％ ３ １％
所有者への郵送案内 ７７５ １３３ １７％ １４ １１％
森林所有者説明会の開催 ８２６ １２５ １５％ ２１ １７％

意向調査準備
現地へ行き現場確認 ８２３ １７７ ２２％ ４１ ２３％
調査票のアレンジ ８０１ １６０ ２０％ ２７ １７％

注：業務実施はアンケートの設問の選択肢である「実施中」，「検討中」，「未実施」のうち「実施中」を回答したも
のを指す。なお，太字は回答市町村数が多いもしくは割合が高い上位３つの業務内容を示している。

資料：２０２０森林総研調査による。
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ている関連業務の実施割合も高いことから，より多く
の幅広い業務に取り組んでいる傾向にある。とくに，
対象森林の抽出，意向調査の実施およびデータ入力・
集計といった業務において実施割合に大きな違いがみ
られた。空間情報の解析など，より専門性が求められ
る業務において，他の委託可能な業者の存在が業務推
進につながっていることが示唆された。

２ 森林経営管理制度に係る業務の委託先
表―５に示すように森林経営管理制度関係業務の主
な委託先としては，森林組合，コンサル・測量会社，
外郭団体，市町村サポート組織が回答に挙がった。こ
れらの中で委託先として最も多かったのは森林組合で
あり，広報・周知から意向調査の準備，データ入力・
集計と，委託内容は幅広くなっていた。とくに説明会

図―２ 委託および市町村サポート組織の有無からみた森林経営管理制度関係業
務の実施状況の違い

注：それぞれの回答数を１００％としたときの回答割合を示している。「実施あり」とは表―４
に示した森林経営管理制度関係業務のうちいずれかの業務を実施していることを指す。

資料：２０２０森林総研調査より作成。

表―５ 森林経営管理制度関係業務の委託先

市町村数
（割合）

委託先（割合）

森林組合 コンサル測量会社 外郭団体 市町村サポート組織

森林経営管理法関係業務の外部委託を実施 １５０（１００％） ９０（６０％） ４３（２９％） １３（ ９％） ９（ ６％）

主要業務

森林情報の収集
地図データの参照 ６２（１００％） ２２（３６％） ２２（３６％） １０（１６％） ２（ ３％）
対象森林の抽出 ７５（１００％） ２７（３６％） ２９（３９％） １０（１３％） ３（ ４％）

意向調査準備 意向調査の優先順位決定 ３２（１００％） １３（４１％） １３（４１％） ２（ ６％） ３（ ９％）

意向調査の発送・回収・督促 ６５（１００％） ３６（５５％） １２（１９％） ７（１１％） ５（ ８％）

意向調査のデータ入力・集計 ５５（１００％） ３０（５５％） １０（１８％） ４（ ７％） ５（ ９％）

関連業務

森林情報の収集 新規データ収集 ４４（１００％） １８（４１％） １４（３２％） ７（１６％） １（ ２％）

広報
・
周知

住民一般への周知 ３（１００％） １（３３％） １（３３％）
所有者への郵送案内 １４（１００％） １０（７１％） ２（１４％） ２（１４％）
森林所有者説明会の開催 ２１（１００％） １５（７１％） １（ ５％） ２（１０％） ２（１０％）

意向調査準備
現地へ行き現場確認 ４１（１００％） ３１（７６％） ２（ ５％） ４（１０％） １（ ２％）
調査票のアレンジ ２７（１００％） １１（４１％） ９（３３％） ２（ ７％） ２（ ７％）

注：森林経営管理法関係業務の外部委託を実施した市町村の数は，委託先を不明や未回答とした市町村を除いた数である。「外郭団体」と
は，都道府県森林組合連合会，林業公社，造林協会などを指す。それぞれの業務内容の委託先で最も割合が高いものを太字で示して
いる。

資料：２０２０森林総研調査による。
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の開催や現場確認，意向調査の発送・回収など，森林
所有者との関わりが必要となる業務においては，委託
先に占める森林組合の割合がとくに大きくなってい
た。つぎに多かったのはコンサル・測量会社であり，
地図データ参照，新規データ収集，対象森林の抽出，
優先順位決定など，地図・測量データの収集・分析を
主に受託していた。
その他，都道府県森林組合連合会，林業公社，造林
協会などの外郭団体が業務の一部受託を含めサポート
している自治体や地域もみられた。都道府県が市町村
支援業務を外郭団体へ委託し，その外郭団体が市町村
サポート組織を設置するケースもある。また，外郭団
体が新規データの取得や現地確認，測量業務，集積計
画の作成を行うケースも存在する（８）。
市町村サポート組織がある自治体や地域では，市町
村とサポート組織が一体となって方針等について協議
を重ねながら森林経営管理制度関係業務を進めること
が可能であると考えられる。市町村サポート組織があ
る市町村のうち委託先として市町村サポート組織を回
答した市町村は数としては少ないが，中には市町村サ
ポート組織が広報・周知から，意向調査の実施・集計
分析，集積計画の作成まで幅広く受託し，森林経営管
理制度関係業務に取り組んでいるケースもあった。
既報に記された森林経営管理法施行以前と，今回の
アンケート調査で把握した同法施行後の市町村森林行
政における外部委託状況とを比べると，技術・専門性
を要する業務に係る委託内容の高度化とそれに伴う委
託先の広がりがみられた。かつては，公有林の管理や
林道開設を中心に地域の森林組合や土木建設業者など
が主な委託先となっていた（岡，１９８４，柿澤編，２０２１）
が，森林経営管理法の施行に伴い空間情報の収集や分
析が必要となったこと，委託に係る財源として森林環
境譲与税の譲与が始まったことで，コンサル・測量会
社や外郭団体，新たに設置された市町村サポート組織
などへも委託先が広がったものと考えられる。

３ 業務委託実施市町村の特徴について
森林経営管理制度関係業務と業務委託の有無によっ
て回答市町村を３つのグループに分け，各グループの
特徴をみたのが表―６である。森林経営管理制度に関
する各種業務をまだ実施していない市町村（「経営管
理制度未実施」団体）は，森林行政担当職員の実人員
数，管轄面積ともに少ない。それに対し，森林経営管
理制度に取り組み，かつ業務委託を実施している市町
村（「実施あり・委託あり」団体）では職員の実人員
数が２．８７人と多く，管轄する民有森林計画面積も広い
ことが分かる。また，森林経営管理制度関係業務に携
わる実人員数と業務割合をみると，委託を実施してい
る市町村の平均（０．３８人，１４％）は，委託を実施して
いない市町村（「実施あり・委託なし」団体：０．３０人，
１２％）に比べ若干多くなっている。外部委託により減
少した分の時間・人工は，主に森林経営管理制度関係
業務内の他の工程に振り向けられており，幅広く当該
業務に取り組むとともに，工程の進捗を速めることに
貢献していると考えられる。つまり，外部委託に積極
的な団体は森林経営管理制度自体に積極的な市町村が
多く，森林経営管理制度関係業務により多くの業務量
を割いていることが分かった。
ただし，実人員数１人当たりの管轄民有森林計画面
積をみると委託の有無による大きな違いはあまりみら
れなかった。一方で，森林環境譲与税の譲与額をみる
と，森林経営管理制度関係業務が未実施である市町村
では譲与額が少なく，実施している市町村では多い傾
向がみられた。実施している市町村の中でも委託を
行っている市町村の平均譲与額は委託を行っていない
市町村に比べ多くなっていた。また，森林環境譲与税
の使途として「森林経営管理制度関係」を実施中・実
施済と回答した割合は，「実施あり・委託あり」団体
では，８６％であったのが，「実施あり・委託なし」団
体では５３％，「経営管理制度未実施」団体では４％と
なっていた。したがって，森林環境譲与税の譲与額の

表―６ 森林経営管理制度関係業務の実施と業務委託の有無からみた回答市町村の特徴

森林経営管理制度関係業務の
実施状況・委託状況

回答
市町村数

森林行政担当者数（実人員数） 管轄
民有森林
計画面積
（ha）
（B）

実人員数１人当たり
管轄民有森林計画面積

（ha）
（C＝A／B）

森林環境
譲与税
譲与額
（千円）

森林環境譲与税の使
途：森林経営管理制
度を実施済み・実施
中と回答した割合

全体
（人）
（A）

うち森林経営管理制度関
係業務に充てられたもの

実人員数（人） 割合

回答市町村全体 ８５６ ２．０９ ０．２４ １２％ １２，２９３ ５，８８２ ２３，８１０ ４４％

関係業務未実施 ２４５ １．０３ ０．０６ ６％ ５，４７８ ５，３００ １５，１４７ ４％
実施あり・委託なし（予定含む） ３８５ ２．５０ ０．３０ １２％ １５，０１２ ６，０１１ ２６，３２８ ５３％
実施あり・委託あり １５８ ２．８７ ０．３８ １４％ １８，１７１ ６，３３１ ３４，７０９ ８６％

資料：２０２０森林総研調査による。
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多寡や活用の有無が業務の実施や委託の有無にも影響
していると考えられる。
森林行政担当職員の実人員数と森林経営管理制度の
実施状況の関係をみると，表―７に示すように森林行
政担当職員の実人員が多い市町村ほど森林経営管理制
度関係業務の実施割合（構成比）は高くなっていた。
それに対し，実人員数０．０１～０．３人では実施割合（構
成比）が３６％と他の階層に比べ大幅に少なくなってい
た。森林行政担当職員の実人員数と委託率についてみ
ると，０．０１～０．３人では委託率が１３％と低いのに対し，
実人員数４．０１人以上では委託の割合が３６％と高い。以
上から，森林行政担当職員の実人員数の規模が，森林
経営管理制度関係業務の実施状況や委託の有無にも影
響していると考えられる。実人員数が少ない市町村で
は，業務において必要となりそうな知識等について意
識が及ばない場合が多いことが指摘されており（石崎
ら，２０２２），その他の業務のボリュームが大きく森林
経営管理制度にも取り組む余裕がないため，業務委託
の発注にも手が付けられない状況にあると考えられ
る。一方，実人員数が多い市町村では森林環境譲与税
の譲与額も多い傾向にあり（石崎ら，２０２２），実人員
数と譲与税額ともに充実していることから森林経営管
理制度関係業務の実施および外部への委託も行いやす
い環境にあると考えられる。
市町村森林行政担当職員の実人員数別に業務の委託
先をみると（表―８），実人員数が少ない市町村と多い
市町村で委託先に違いがみられた。実人員数が多い市
町村ではコンサル・測量会社を委託先としている割合
が高い一方で，０．３人以下あるいは実人員数がいない
市町村では委託先が森林組合に限られていた。また，
実人員数が１．０人以下の市町村において外部委託を実
施している団体は表―７に示すように市町村数，割合
ともに少ないものの，森林組合，コンサル・測量会
社，外郭団体，市町村サポート組織といった幅広い組
織に業務を委託し，森林経営管理制度に取り組んでい
ることが明らかとなった。その中には，後述するよう
に市町村サポート組織などの外部組織が市町村職員に
不足している専門性や労力をカバーすることで意向調
査や集積計画の作成につなげている事例も存在した。
これらは，森林行政担当職員の実人員数が限られてい
る市町村においても，外部組織の技術ノウハウのサ
ポートや業務の受託・代行による補完が可能であるこ
とを示しており，注目に値する。

４ 森林経営管理制度の実施や業務委託へ影響を与え
る要素
つぎに，どういった特徴を持つ市町村が森林経営管
理制度に取り組み，業務委託を進めているのかについ
て定量的に明らかにするために，森林経営管理制度関
係業務の実施と業務委託の有無をそれぞれ目的変数と
した二項ロジスティック回帰分析を行った。森林経営
管理制度関係業務の実施の有無は，表―４に示した項
目を一つでも行っているかどうかで判定した。想定し
た説明変数は，自治体森林行政担当部署の実人員数，
専門教育を受けた職員の有無，長期経験者（通算５年
以上）の有無，市町村サポート組織の有無，都道府県
による森林経営管理制度関係のマニュアル作成（以降，

表―７ 森林行政担当職員の実人員の規模別にみた森林
経営管理制度関係業務の実施割合と委託割合

実人員数

回答市町村全体

市町
村数
（A）

森林経営管理制度関係業務実施あり

市町
村数
（B）

構成比
（＝B／A）

うち委託あり

市町村数
（C）

構成比
（＝C／A）

委託率
（＝C／B）

なし ６ ５ ８３％ ２ ３３％ ４０％
０．０１～０．３人 １３５ ４８ ３６％ ６ ５％ １３％
０．３１～０．５人 １２８ ７６ ５９％ ２０ １６％ ２６％
０．５１～１．０人 １７９ １２２ ６８％ ３３ １９％ ２７％
１．０１～２．０人 １６８ １２４ ７４％ ４０ ２４％ ３２％
２．０１～４．０人 １１６ ９９ ８５％ ２７ ２３％ ２７％
４．０１人～ ９８ ８９ ９１％ ３２ ３３％ ３６％

回答市町村全体 ８３０ ５６３ ６８％ １６０ １９％ ２８％

注：「森林経営管理制度関係業務実施あり」は，表―４に示した項
目を一つでも行っているかどうかで判別している。実人員数
なしの６市町村は，担当の職員はいないものの，地域林政ア
ドバイザーや再雇用職員，会計任用職員を雇用し森林行政業
務を実施している市町村である（石崎ら，２０２２）。

資料：２０２０森林総研調査による。

表―８ 森林行政担当職員の実人員規模別にみた森林経
営管理制度関係業務の委託先

実人員数
市町村数
（割合）

委託先（割合）

森林組合
コンサル
測量会社

外郭団体
市町村
サポート
組織

なし ２（１００％） ２（１００％） ― ― ―
０．０１～０．３人 ６（１００％） ５（ ８３％） ― ― ―
０．３１～０．５人 １９（１００％） １２（ ６３％） ４（２１％） ２（１１％） １（ ５％）
０．５１～１．０人 ３２（１００％） １５（ ４７％） ９（２８％） ５（１６％） ４（１３％）
１．０１～２．０人 ３５（１００％） ２５（ ７１％） ８（２３％） ２（ ６％） ―
２．０１～４．０人 ２２（１００％） １５（ ６８％） ７（３２％） ― ２（ ９％）
４．０１人～ ３０（１００％） １３（ ４３％） １４（４７％） ４（１３％） ２（ ７％）

計 １４６（１００％） ８７（ ６０％） ４２（２９％） １３（ ９％） ９（ ６％）

注：委託先が複数ある市町村もあるため委託先割合の合計が
１００％を超える階層も存在する。委託先割合の平均を超えて
いるセルの文字を太字で示している。

資料：２０２０森林総研調査による。
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都道府県によるマニュアル作成）の有無，民有林面積
である（９）。業務委託の有無については，森林経営管理
制度関係業務を実施している市町村を対象とし，想定
する説明変数として森林経営管理制度に関連する業務
量割合を加えた。なお，説明変数の投入する値は変数
間の比較ができるように標準化を行った。解析方法は
Bellcurve社の解析ソフト「エクセル統計」を使用し，
二項ロジスティック回帰分析では想定した全ての変数
を投入し分析を行い，その結果のうちAICが最小で
あったモデルを選択した。
その結果，表―９のとおり業務実施については，森
林行政担当の実人員数，長期経験者の有無，市町村サ
ポート組織の有無，都道府県によるマニュアル作成の
有無，森林計画対象面積が有意の関係にあった。オッ
ズ比は民有林面積が最も高く，長期経験者の有無，森
林行政担当の実人員数，都道府県によるマニュアル作
成の順となっていた。
業務委託については，民有林面積と市町村サポート
組織の有無，都道府県によるマニュアル作成の有無が
有意となった。オッズ比をみると，民有林面積，市町
村サポート組織，都道府県によるマニュアル作成の順
に高くなっていた。一方で，専門教育を受けた職員の
有無，森林経営管理制度に関わる業務量に関しては，

モデルの変数として選択されなかった。
業務実施，業務委託ともに，民有林面積の大きさが
最も影響しているものの，業務実施においては，長期
経験者や実人員数，都道府県が作成するマニュアルの
存在が影響していた。実際に市町村において，人員を
充てられるかどうか，長期に森林行政に携われる経験
者がいるかどうかが，実施に影響していると考えられ
る。そして，都道府県によるマニュアル作成は業務実
施には正の影響，業務委託には負の影響を与えてい
た。これは，都道府県によるマニュアル作成による支
援が業務実施へつながり，委託の必要性も低下させる
ことを示している。また，委託先として市町村サポー
ト組織を回答するかどうかに関わらず，市町村サポー
ト組織の存在が制度の推進および業務委託につながっ
ているものと考えられる。
上記の分析結果と同様の傾向は，林野庁森林利用課

（２０２１，２０２２a）の取組事例集（以下，取組事例集と記
載）からも読み取れる。取組事例集で紹介されている
２５事例は，全国的にも取り組みが進んでいる事例とみ
ることができるが，掲載されている２５市町村の平均実
人員数は４．８人と２０２０森林総研調査で把握した全国平
均（２．１人）の２倍以上となっている。また，２５のうち
２２の市町村に市町村サポート組織が存在していた（１０）。
取組事例集の内容と併せてみると，推進方法や実施主
体に関する協議の場が設定され，委託先としても市町
村サポート組織の関わりが大きいことがうかがえる。
２２市町村に存在する市町村サポート組織の内訳として
は，単一市町村で設置されているものが３組織，複数
市町村単位で設置されているものが４組織，都道府県
単位に設置されているものが１５組織であり，２０２０森林
総研調査結果よりも都道府県単位で設置されている組
織の割合が高かった（表―１０）。都道府県単位で設置
されているものは森林協会や森林組合連合会などの既
存の外郭団体内に設置されているものが多くみられ
た。取組事例集の中では実人員数の少ない市町村の事
例（徳島県美馬市・つるぎ町，それぞれ担当者１人）
も取り上げられているが，そこでも市町村サポート組
織が存在し外部への業務委託がなされ経営管理権集積
計画の公告まで行われていた。
市町村サポート組織の存在の有無が業務委託の実施
の有無へ影響しており，森林経営管理制度関係業務の
進捗も速いなど，業務委託を進める上で市町村サポー
ト組織の存在の重要性が示唆された。これらは，市町
村や地域においてサポートできる組織や人材がどの程
度その地域にいるかといった点とも深く関わると思わ

表―９ 森林経営管理制度関係業務の実施と委託の有無
に関する二項ロジスティック分析結果

説明変数

目的変数

業務実施の有無 業務委託の有無

係数 オッ
ズ比 p値 係数 オッ

ズ比 p値

森林行政担当
の実人員数 ０．５２ １．６８ ０．０１６ ＊＊ ― ― ―

長期経験者の
有無（有＝１）０．１８ １．８２ ０．０７９ ＊ ― ― ―

市町村サポー
ト組織の有無
（有＝１）

０．１７ １．１９ ０．０８５ ＊ ０．２０ １．２２ ０．０２８ ＊＊

都道府県によ
るマニュアル
作成の有無
（有＝１）

０．２９ １．３３ P＜０．００１ ＊＊＊ －０．１８ ０．８３ ０．０５７ ＊

民有林（管轄
森林計画対
象）面積

０．９５ ２．５８ P＜０．００１ ＊＊＊ ０．３９ １．４７ P＜０．００１ ＊＊＊

定数 １．１５ ３．１７ P＜０．００１ ＊＊＊ －０．９４ ０．３９ P＜０．００１ ＊＊＊

N ７９３ ５４６
AIC（赤池情
報量基準） ８５７．２２ ６４０．４８

判別的中率 ７５．９％ ７１．４％

注：説明変数間の比較ができるように量的変数の値を標準化した
上で分析を行った結果である。「長期経験者」は５年以上森
林・林業行政担当業務に従事している職員を指している。
＊＊＊，＊＊，＊はそれぞれ１％，５％，１０％の有意水準で有意であ
ることを示す。

資料：２０２０森林総研調査による。
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れる。以上の点も含めて業務委託の可能性と課題をみ
ていきたい。

５ 森林経営管理制度に関わる業務委託の可能性と課題
関連する既往研究（大塚，１９７６，島田編，２０００）お
よび聞き取り調査結果から，自治体における業務委託
の主な目的（メリット）と課題（デメリット）を整理
したものが，表―１１である。業務委託の目的としては，
業務の効率化，サービス品質の向上，コストの削減，
人的資源の有効活用（重要な業務への注力），および
高度な知識・技術・ノウハウの導入によって独自では
できない業務が可能になることなどが挙げられる。
森林経営管理制度に係る業務委託に関してみると，
森林情報の取得やデータ分析を委託し，森林情報の精
度やその解析能力が向上されることによって，経営可
否の判断や整備の必要な地域の選定などが迅速かつ容
易に行われ，業務のスピードおよび質の向上も実現で
きると思われる。また，意向調査の発送や現地調査な
どの作業において，技術的な専門性を有し，地域の森
林や森林所有者を掌握している事業体などが作業を請
け負うことで，調査の質の向上が期待されるとともに
市町村森林行政担当者の業務量が減り，市町村森林行
政担当者は他の担当業務へより多くの時間を割くこと
が可能となると考えられる。
聞き取り調査を行った市町村の中には，実人員数が
少ない中でも，調査時点ですでに経営管理権集積計画
の公告を行うなど，森林経営管理制度関係業務の進捗
が速い事例も存在した。そこでは，市町村サポート組
織が現場調査や集積計画の作成を受託していた。ま
た，複数市町村が連携関係を築き，その中心市町村が
周辺の市町村の，もしくは広域連携組織（広域連合）
が管轄管内の市町村の分の対象地選定やデータ整理な
どの業務を担う例もみられた（１１）。
一方で，業務委託には課題も存在する。先行研究

（大塚，１９７６，島田編，２０００）および聞き取り調査結
果を踏まえると，自治体における業務委託に関わる課
題（デメリット）としては，委託の準備段階と検収体
制に課題があること，知識・技術・ノウハウの継承に
課題があること，委託先のマンパワーに限りがあるこ
との大きく３つに整理できる（表―１１）（１２）。
第１に，委託の準備と検収体制に関する課題である。
この課題については，市町村と都道府県それぞれから
提起された。他部門で事業発注をした経験のある市町
村職員によると，森林・林業に関する業務では見積り
の積算根拠や歩掛りに不明瞭な点があり，事業設計面
で苦慮するため，積算を簡単に設計できるシステムが
必要だと感じるという。また，ある県からは森林整備
事業に係る各作業の標準単価は県が決めているが，積
算基準となる歩掛は国で示してほしいといった要望が
寄せられた（１３）。仕様の作成や積算根拠については，林
業では土木と異なり，対象が自然物であり地形条件や
立地による影響を受けやすいことから統一的な歩掛の
作成が難しいといった課題もある。ただし，こうした
条件の中でも業務委託を進め効率的に事業を推進する
ためには，ある程度の指標や基準は必要となっていく
ものと考えられる。
そして，発注した事業やシステムなどの成果品に対
する評価，すなわち検収体制にも課題を抱えている。
これは，次に示す「知識・技術・ノウハウ」の継承の
問題とも深く関わる点である。
第２に，知識・技術・ノウハウが継承されないこと
が挙げられる。知識・技術・ノウハウの継承の課題に
ついては，委託側である外部組織から市町村への継承
と，市町村担当者内での委託に際して必要となる知識
やノウハウの継承の２つに分けられる。
前者について島田（島田編，２０００）は，業務委託の
デメリットの１つとして，業務を外部に依頼した場合，

表―１０ 市町村サポート組織の組織数と設置単位

市町村サポート組織

組織数
（割合）

設置単位

単一市町村
（割合）

複数市町村
（割合）

都道府県単位
（割合）

市町村サポート組織
（２０２０森林総研調査）５７（１００％） １３（２３％） ２２（３９％） １９（３３％）

うち業務内容の設問
に「森林経営管理制
度」と回答した組織

３８（１００％） ６（１６％） １６（４２％） １６（４２％）

林野庁取組事例集 ２２（１００％） ３（１４％） ４（１８％） １５（６８％）

資料：２０２０森林総研調査，林野庁森林利用課（２０２１，２０２２a）よ
り作成。

表―１１ 自治体における業務委託の主な目的と課題

目的（メリット） 課題（デメリット）

１．業務の効率（迅速）化 １．委託準備段階や検収体制のあり
方に課題２．サービスの質の向上

３．コスト経費の削減

４．人的資源の有効活用
（重要な業務への注力）

２．知識・技術・ノウハウの継承

５．専門的な知識・技術・ノウハウ
の導入（独自ではできない業務）
が可能に

３．委託先のマンパワー不足

資料：大塚（１９７８），島田編（２０００），聞き取り調査・２０２０森林総
研調査結果をもとに笹田作成。
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市町村の中でその業務に関する知識・技術・ノウハウ
が蓄積されず，関連する技術や知識が失われ，そうし
た知識・技術・ノウハウが空洞化してしまう恐れがあ
ることを指摘している。
後者については，市町村や都道府県の出先の農林事
務所等の担当職員は約２，３年で異動することが多く，
とくに市町村の森林行政担当部署内で森林行政担当者
が１人以下の場合，業務内容の引継ぎがなされても，
知識・技術・ノウハウの引継ぎまでは十分にできない
可能性も少なくない。その際，どういった基準で何を
行えばよいか，専門用語も多く技術体系も分からない
中で，模索しながら業務や委託に着手することにな
る。このように森林・林業に関する知識・経験が不足
しがちな体制で，委託発注者たる市町村は事業発注や
検収を行わなければならない状況にある。そのため，
１点目の課題である委託の準備や検収体制の構築に向
けたサポートも求められるだろう。
事業発注等の市町村森林行政業務のノウハウをいか
に引継ぎ，持続的に活かすかは非常に重要な課題であ
り，これらの課題を解決するには市町村だけでなく，
都道府県，事業体も含めて，技術・ノウハウ，専門性
が継承される体制を協議・検討していく必要があるだ
ろう。その際，協議会や市町村サポート組織の設置
は，これらの課題を解決しうる選択肢の１つとなるだ
ろう。
第３に，委託先のマンパワー不足の課題である。森
林経営管理制度の導入や森林環境譲与税の譲与に伴
い，各地で森林空間情報の整備や現地調査，意向調査
の発送とデータ分析といった関連事業が増加してい
る。それらは，事業を請け負う事業体にとっては大き
なビジネスチャンスともなっている。しかし同時に，
事業体においても業務量が人員以上に大幅に増加する
可能性も包含している。航空測量を行うコンサル会社
を例にとれば，これまで，全国規模の測量会社の主要
な顧客は４７都道府県であったものが，森林経営管理制
度の創設によって取引対象となる顧客が，森林計画対
象面積１００ha以上だけでも１，５３４市町村へと増えた。コ
ンサル各社によって営業活動がなされ，仕事が確保さ
れる一方で，対応人員の確保が追いついておらず，請
負企業においては人手不足による過剰業務の問題が顕
著となっている（１４）。
マンパワーの問題を抱えるのは委託先だけではな
い。外部へ業務を委託しても市町村や都道府県の森林
行政の業務量は逆に増える側面もあるなど，森林経営
管理制度に付随する業務量は全体として大きく，マン

パワーの問題は制度全体の課題と言える。林野庁は意
向調査について１５年を目途に市町村全域にて実施する
ことが望まれるとしているが，市町村森林行政の現場
で実際に業務に従事する田中（２０２１）は「全域に意向
調査を１５年かけてやるのは困難である」と述べており，
聞き取り調査においても「やればやるほど業務が雪だ
るま式に大きくなっていく」（１５）といった声も聞かれた。
市町村担当者の人員の数や専門性が限られる中で対応
可能な業務にはある程度の限界も存在すると思われ
る。外部組織への委託を行った上でも，業務量が増え
ることが見込まれる状況を鑑みると，森林経営管理制
度のあり方，持続的な支援体制の構築などの課題を再
検討する必要があるように思われる。

Ⅴ まとめと今後の課題

１ 森林経営管理制度関係業務における外部組織への
委託の成果と限界
本研究では，市町村森林行政における担当職員の専
門性と人員数の不足を補完する方策の１つとして，森
林経営管理制度関係業務における外部組織への業務委
託に着目し，その実態と課題を明らかにした。
経営管理を行う必要がある森林のGISを用いた抽出
など，森林経営管理制度ではこれまで以上に技術や専
門性が求められる業務に対応する必要が生じている。
そうした制度が始まったタイミングに森林環境譲与税
の譲与が開始されたことなどによって，市町村は他の
業務より高い割合で森林経営管理制度関係業務の外部
委託を実施しており，外部委託が森林経営管理制度関
係業務の推進に貢献していることが把握された。
こうした業務の外部委託による成果としては，①業
務の進捗スピードの向上と効率化，②データの収集，
整備，分析面などにおける業務の質の向上，の２点が
指摘できる。業務を外部へ委託することによって，市
町村の森林行政担当職員だけでは人員数や専門性の点
で対応しきれない業務への対応が可能となるともに，
市町村が本来行うべきであるものの十分にできていな
い他の業務へ注力することも可能となるだろう。
一方，本研究では，外部へ業務を委託しても市町村
担当職員の業務量は逆に増える側面もあるなど，委託
による業務量の削減には限界があることも示唆され
た。これは，森林経営管理制度に付随する業務量が多
いという制度そのものの問題も起因している。また一
方で，外部委託をせずに内部の人材で業務に取り組む
市町村の割合は回答市町村の７割に及ぶなど，外部委
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託の広がりには課題も存在する。

２ 業務の外部委託における課題とその解決に向けて
業務の外部委託に際しては，発注作業や仕様書の作
成，見積りの積算など，発注する市町村職員側にも委
託準備にかかる手間や負担が発生する。本研究からみ
えた業務の外部委託に関する課題は，①委託準備と検
収体制に関する課題，②知識・技術・ノウハウの継
承，③委託先である事業体やコンサル企業のマンパ
ワー不足の問題である。今後，森林経営管理制度を効
率的に進めていくためには，委託準備にかかる負担軽
減を図るなど，上述の３つの課題を改善し，外部委託
を容易にする環境や条件の整備が求められる。そのた
めに必要となる方策としては，以下の点が考えられる。
課題①に関しては，業務の委託準備や検収に係る負
担を，市町村サポート組織などによる業務の代行・補
助，事務作業を効率的に行うシステムの導入などに
よって改善することも一案であろう（１６）。
つぎに，課題②に関して，外部委託を通じて得られ
たデータ・情報とそれに付随する知識・技術・ノウハ
ウを組織内や地域内でどのように継承していくか，外
部組織との連携も含めて検討を深めていく必要があ
る。これについては，各市町村が単独で検討するだけ
でなく，都道府県，林業事業体等の関係者を含め，知
識・技術・ノウハウを継承，活用する体制を検討し，
地域の適切な森林管理のための体制を整備していく必
要があると考える。その際に，どこが何を担える（担
うべきな）のか，地域内外から人材や専門性を確保で
きるのか（市町村サポート組織による支援など），必
要なスキル・人材はどういったものかなどを整理する
必要があるだろう。
課題③については，業務内容に応じて必要とされる
技術・ノウハウに対する地域内の事業体のキャパシ
ティを考慮に入れながら対応していくことが求められ
る。地域内の事業体だけで対応できないものについて
は，地域外からの事業体の受け入れも検討する必要が
あろう。また，あわせて委託を担いうる事業体の育
成，創出も重要な課題といえる。また，ロジスティッ
ク回帰分析からは，都道府県によるマニュアル作成が
委託の必要性を低下させることを示す結果となってい
た。都道府県等による支援によって，市町村が独自で
行えるようなサポートも併せて重要となるだろう。
これらの課題を解決するうえでは，既存の市町村，
都道府県，国といった行政内部での改善とともに，地
域内外の事業体や市町村サポート組織など，外部組織

との連携の重要性は大きいと考えられる。
以上を踏まえ，最後に今後の課題を２点指摘したい。

１つ目は，行政や制度に関わる事務負担に関する分析
とその改善である。日本全体が人口減少社会に入って
おり，市町村森林行政においても，外部組織において
も，今後は人手が不足することが予想される。そうし
た中で，行政における事務作業の負担軽減は避けられ
ない課題であり，業務の一層の省力化・効率化ととも
に，業務範囲の見直しも求められるだろう。森林行政
においては，これまでもとくに補助金制度による過剰
な事務負担が問題視されてきた（石崎，２０１０）。こう
した中で，今後，行政手続きなど事務の省力化・効率
化を図っていくために，事務作業や業務委託に関する
負担の発生源や発生要因をさらに詳細に把握・分析
し，改善案を検討していく必要がある。
２つ目は，市町村サポート組織の組織化プロセスと
その実態解明である。本研究では，森林経営管理制度
関係業務の外部委託を進める上で市町村をサポートす
る組織の存在が重要であることが示唆されたが，市町
村サポート組織の設置にはそのためのマンパワーが確
保できるかどうか，行政（とくに都道府県）の方針や
サポートがあるかどうか，関係者間の合意形成が図ら
れるかどうかといった点が重要な課題となると考えら
れる。今後は，各地の市町村サポート組織の設置を促
した具体的な働きかけや設置プロセスを解明するとと
もに，市町村，都道府県，林業事業体，市町村サポー
ト組織など各関係主体の役割分担について，明らかに
していくことが求められる。
そして，以上を踏まえると，現行の森林経営管理制
度を含め，市町村森林行政の各業務において，市町村
担当職員が対応すべきことと外部へ委託あるいは権限
委譲が可能なことを整理し見直す必要もあると考え
る。多様な実施主体の協力のもとでそれぞれの専門性
を活かした効率的な事業実施・業務遂行が可能になる
ような体制，それらの実現のための支援・制度を，行
政・民間・研究者が一体となって模索・検討していく
必要があるだろう。
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注
（１）市町村森林行政職員が抱える業務量は，林地台帳の整

備や森林経営管理制度関係業務などによって，近年，
人員増加を遥かに上回る割合で大幅に増加したと考え
られ，現在，ほとんどの市町村が人員不足を感じてい
ることが明らかになっている（石崎ら，２０２２）。

（２）自治体業務の外部委託は，人口減少・少子高齢化や行
政需要の多様化の下で，質の高い公共サービスを効率
的・効果的・継続的に提供することを目的に，国に
よっても推進されている。こうした民間委託のメリッ
トとしては，業務の効率化や人的資源の有効活用，高
度な専門性を持つ外部の知識・技術・ノウハウの導入
などが指摘されている（島田編，２０００）。なお，林野庁
森林利用課（２０２２b）は，森林経営管理制度に係る事務
の手引の「市町村の実施体制の確保」と題する章の中
で，「市町村職員の事務負担軽減の観点から，経営管理
意向調査等の事務や境界明確化などの作業について，
必要に応じて民間に委託することも可能」であると示
している。

（３）本研究では，市町村サポート組織を市町村の森林行政
をサポートするために設置された組織と定義づけ，検
討委員会，審議会，森林組合などは含まないとした。

（４）同２０２０森林総研調査の概要や森林行政担当職員の規模
と専門性に関する詳細の回答結果については，石崎ら
（２０２２）を参照されたい。

（５）データ整備状況に関する設問では，地籍調査の進捗率
や課税台帳とのデータ連携の有無，GIS上に表示できる
データの種類などを尋ねている。

（６）たとえば，農業行政と森林行政を概ね同程度の割合で
兼務する職員は０．５人となる。また，２０２０森林総研調査
で言う市町村森林行政担当職員には，都道府県や林野
庁などから市町村へ出向中の者を含むが，地域林政ア
ドバイザーや森林行政に従事する再雇用職員，会計年
度任用職員については基本的に職員数に含んでいない。
詳細の回答結果については，石崎ら（２０２２）を参照さ
れたい。

（７）地図データの参照は，GISやクラウド，図面上に載って
いる森林関係情報の収集を指す。対象森林の抽出は，
地図データや所有者情報を集めた上で，森林経営計画
策定済みの森林や天然林などを除き，地域内の事業体
の意向協議などを踏まえ対象森林を決定するプロセス
を指す。新規データ収集は，測量等により新たに森林
等の情報を収集することを指す。

（８）栃木県および長野県の市町村サポート組織への聞き取
り調査結果に基づく。

（９）「専門教育を受けた職員」とは，高校・大学などで森
林・林業関係の専門教育を受けた職員を指す。長期経
験者は通算５年以上森林・林業行政担当業務に従事して
いる職員を指している。なお，森林環境譲与税譲与額
については，管轄民有森林計画面積との相関係数が
０．７６と強く，業務実施と業務委託それぞれとの相関に
ついて，管轄民有森林計画面積の方が森林環境譲与税
譲与額よりも強かったため，想定される変数からは除

いた。
（１０）林野庁森林利用課（２０２１，２０２２a）の取組事例集に記載

されている２５市町村はいずれも意向調査まで終えてお
り，２４市町村が経営管理権集積計画を公表している。
これらは，いずれも全国平均より高い割合となってい
る。また，実人員数の平均値には，２０２０森林総研調査
のアンケートへの回答があった２０市町村の数値はアン
ケート結果，５市町村の人員数は林野庁森林利用課
（２０２１，２０２２a）が発行している事例集の担当者数の数
値を用いている。

（１１）埼玉県秩父市，長野県木曽広域連合への聞き取り調査
結果に基づく。
埼玉県秩父地域は（大澤，２０１９），長野県木曽広域連合
は（古谷，２０２２）にて取り組みの概要が紹介されている。

（１２）聞き取り調査やアンケート（２０２０森林総研調査）結果
ではないが，田中（２０２１）では，業務委託を含めた市
町村担当職員からみた森林経営管理制度の実施状況の
課題がまとめられており市町村の実情が記されている。
なお，既報においては本稿で指摘した点以外の業務委
託の課題として，委託することによって委託者による
コントロールが難しくなること，経費を優先すること
によって質が低下し非効率となる可能性があること等
が指摘されている（大塚，１９７８，島田編，２０００）。

（１３）栃木県A町への聞き取り調査，アンケート（２０２０森林
総研調査）の結果に基づく。

（１４）航空測量会社への聞き取りに基づく。
（１５）長野県市町村サポート組織への聞き取り調査結果およ

び田中（２０２１）に基づく。
（１６）実際に，いくつかの都道府県，地域の市町村サポート

組織では，林地の経営判断を容易にするシステムや意
向調査結果を地理情報へ反映するシステムなどの導入
と普及がなされている（都道府県，市町村サポート組
織への聞き取り調査に基づく）。
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